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大型で非常に強い台風１９号は明日明け方にか

〇〇で発生した火災は鎮火しました。・・・ 
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トップ画面               河川ライブカメラ 
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放送番組審議会について 

 

１ 放送番組審議会の設置義務 

唐津市は、放送法の適用を受けた有線テレビジョン放送施設を持つ放送事業者

です（総務大臣の許可）。 

放送事業者には放送番組審議機関の設置が義務付けられています。（放送法第 6

条） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

―放送法抜粋― 

（放送番組審議機関） 

第６条 放送事業者は、放送番組の適正を図るため、放送番組審議機関（以下「審

議機関」という。）を置くものとする。 

２ 審議機関は、放送事業者の諮問に応じ、放送番組の適正を図るため必要な事項

を審議するほか、これに関し、放送事業者に対して意見を述べることができる。 

３ 放送事業者は、番組基準及び放送番組の編集に関する基本計画を定め、又はこ

れを変更しようとするときは、審議機関に諮問しなければならない。 

４ 放送事業者は、審議機関が第二項の規定により諮問に応じて答申し、又は意見

を述べた事項があるときは、これを尊重して必要な措置をしなければならない。 

５ 放送事業者は、総務省令で定めるところにより、次の各号に掲げる事項を審議

機関に報告しなければならない。 

一 前項の規定により講じた措置の内容 

二 第九条第一項の規定による訂正又は取消しの放送の実施状況 

三 放送番組に関して申出のあつた苦情その他の意見の概要 

６ 放送事業者は、審議機関からの答申又は意見を放送番組に反映させるようにす

るため審議機関の機能の活用に努めるとともに、総務省令で定めるところによ

り、次の各号に掲げる事項を公表しなければならない。 

一 審議機関が放送事業者の諮問に応じてした答申又は放送事業者に対して述

べた意見の内容その他審議機関の議事の概要 

二 第四項の規定により講じた措置の内容 

参考資料 
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２ 条例の設置 

市では、次のとおり唐津市有線テレビジョン放送番組審議会条例を制定し、審

議会を設置しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

唐津市有線テレビジョン放送番組審議会条例 

平成17年1月1日 
条例第16号 

（設置） 
第１条 放送法（昭和２５年法律第１３２号）第６条の規定に基づき、唐津市有線

テレビジョン放送における番組基準、放送番組の編集に関する基本計画その他放

送の適正を図るため必要な事項について、市長の諮問に応じ審議するため、唐津

市有線テレビジョン放送番組審議会（以下「審議会」という。）を設置する。 
（平23条例21・一部改正） 

（組織） 
第２条 審議会は、委員２０人以内で組織する。 
２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

(1) 公益を代表する者 
(2) 各種団体から推薦された者 
(3) 学識経験を有する者 
(4) 前３号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 
（委員の任期） 

第３条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任

期間とする。 
２ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 
第４条 審議会に会長及び副会長を置く。 
２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。 
３ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 
４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会議） 
第５条 審議会の会議は、市長から諮問を受けたとき、又は会長が必要と認めると

きに、会長が招集し、その議長となる。 
２ 審議会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 
３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決する

ところによる。 
（庶務） 

第６条 審議会の庶務は、政策部において処理する。 
（平17条例377・平22条例16・平25条例2・平28条例20・平30条例17・一

部改正） 
（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が

審議会に諮って別に定める。 

参考資料 
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唐津市有線テレビジョン放送番組基準 

 

（趣旨） 

第１条 唐津市有線テレビジョン放送は、すべての市民の基盤に立つ公共放送の機関とし

て、何人からも干渉されず、不偏不党の立場を守って放送による言論と表現の自由を確

保し、豊かでより良い放送を行うことによって公共の福祉の増進と文化の向上を図る。 

（基本原則） 

第２条 自主放送に当たっては、次の各号に配慮し、有線テレビジョン放送の持つ特性を

十分生かした放送に努める。 

(1) 的確な地域情報の提供 

(2) 正確で迅速な放送 

(3) 教育・教養の進展 

(4) 児童及び青少年に与える影響 

(5) 災害の予防と拡大防止 

（自主放送番組の基準） 

第３条 自主放送は、次の各号の基準により行う。 

(1) 人権及び人格 

ア 人権と人格を尊重し、個人や団体の名誉を傷つけるような取り扱いはしない。 

イ 人種・性別・職業・境遇・信条などによって取り扱いを差別しない。 

(2) 宗教、政治、経済 

ア 宗教に関する放送は、信教の自由を尊重し、公正に取り扱う。 

イ 政治及び経済上の諸問題は、公正に取り扱う。 

(3) 社会 

ア 社会の秩序、良い風俗・習慣を乱すような言動は肯定的に取り扱わない。 

イ 法律を遵守し、犯罪行為を是認するような取り扱いはしない。 

ウ 裁判で係争中の事件については、正しい法的措置を妨げるような取り扱いはしな

い。 

(4) 表現 

ア わかりやすく適正な言葉、文字、手話などを用いるように努める。 

イ 人心に動揺や不安を与えるおそれのある内容のものは慎重に取り扱う。 

ウ 暴力行為は、その目的のいかんをとわず否定的に取り扱う。 

エ 犯罪を肯定したり犯罪者を英雄扱いしたりしてはならない。 

オ 性に関する事柄は、視聴者に困惑・嫌悪の感じを抱かせないように注意する。 

（委任） 

第４条 この放送番組の基準によるもののほか、必要な事項は市長が別に定めるものとす

る。 

（平成 17 年 6 月 3 日答申） 

参考資料 
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唐津市有線テレビジョン放送の編集に関する基本計画 

 

 

（番組の種類） 

第１条 唐津市有線テレビジョン放送は、番組基準に則り、市民生活にかかわりの深い情

報を提供するため、次のような番組を作成する。 

(1) 施策説明番組 

市の施策など詳細な内容の説明を必要とするものについては、直接職員が出演する

番組を作成する。 

(2) 文字放送番組 

市報などを文字と音声で提供する。 

(3) ニュース番組 

イベントなど、ニュース性の高い情報を取材編集し提供する。 

(4) 火災情報の提供 

火災発生等においては、唐津市消防本部からの情報をテロップで提供する。 

(5) 災害情報等の提供 

災害発生時においては、市民の生命と財産を守るため、最新の情報を提供するとと

もに、避難場所への的確な誘導を行う。その他、市民の生命と財産を保護するために

必要な情報を提供する。 

(6) 提供動画番組 

官公庁等が制作した動画、その他有益と思われる動画等 

 

（バリアフリー） 

第２条 行政放送としての立場を重視し、バリアフリーに努める。 

 

 

（令和 4 年 11 月 25 日答申） 

参考資料 
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唐津市有線テレビジョン放送番組制作計画 

 

 

１ 番組作成について 

番組作成に当たっては、唐津市有線テレビジョン放送番組基準及び唐津市有線テレ

ビジョン放送の編集に関する基本計画に基づき行うものとする。 

２ 放送番組について 

 (1)『地域情報』、『お知らせ』、『特集番組（自主番組）』の３つを柱とする。 

【地域情報】 

ニュース、風景など地域の特性を含む情報を放送する。 

【お知らせ】 

文字放送を基本とし、映像による各課からのお知らせなどを放送する。 

【特集番組】 

市が主催、後援する講演、フォーラム、記念行事、地域特集、自主企画番組、市

長出演番組、官公庁等制作動画などとする。 

(2) 議会中継 

議会放映は、生放送及び再放送を行なう。 

(3) 緊急放送 

災害などによる緊急時の放送は、全ての放送に優先して行う。 

(4) データ放送 

市からのお知らせやイベント情報、ごみカレンダー、天気予報、災害情報などを放

送する。 

 

 

 

参考資料 

（令和 4 年 11 月 25 日答申） 


